
その他検疫に必要な経費 19 19

計 713 678

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

検疫旅費 30 34

通信専用料 11 11

船舶運航費 11 9

413 403 業務用自動車購入費等の増

133 160 関西国際空港検疫所ＬＣＣターミナル開設に伴う建物借料の増

情報処理業務庁費 96 42 統合ネットワーク回線経費の減

土地建物借料

単位当たり
コスト

26円
（入国者１人あたりの検疫コスト）

算出根拠
　単位あたりコスト（入国者1人あたりの検疫コスト）＝X／Y
　　　　X：22年度執行額（787百万円）
　　　　Y：22年検疫対象者数（3,085万人）　（21年実績を仮置き）

検疫庁費

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 20年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

万人
3,207
（年次） 3,085
（年次） 調査中

－

　平成22年度末現在
　　組織：110カ所（13本所、14支所、83出張所）
　　人員（検疫衛生部門）：373名
　　検疫実績：3,085万人（平成21年）

22年度

(        　－         )(       　－        )

％ － －

21年度 23年度活動見込

－

22年度
目標値

（　　年度）

全入国者が検疫対象者であるため定量的な成
果目標は設けていない。

成果実績 － － － － －

達成度

執行率（％） 99 96 94

成果指標 単位 20年度 21年度

7

執行額 568 1,717 787

計 583 1,784 834 720 678

繰越し等 △ 696 1,097
予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 447 687 841 713 678

補正予算 832

△ 7

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
検疫法第１４条、第２６条等

関係する計画、
通知等

　　ＩＨＲ（国際保健規則）
　　新型インフルエンザ対策行動計画　等

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　国内に常在しない感染症の病原体が船舶又は航空機を介して国内に侵入することを防止するとともに、船舶又は航空機に関し
てその他の感染症の予防に必要な措置を講ずることを目的とする。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　我が国に常在しない感染症の病原体が、船舶又は航空機を介して国内に侵入することを防止するため、検疫法に基づき、外国
から来航した船舶、航空機及びその乗組員、乗客に対して病原体の有無に関する調査や診察などを行うとともに、患者を発見した
場合には、隔離、停留及び消毒等の措置を講じる一連の業務及び港湾・空港区域の衛生措置を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度 平成１１年度 担当課室 企画情報課検疫所業務管理室 坂本 浩享

会計区分 一般会計 施策名 Ⅳ－４－１　食品等の安全性を確保する

事業番号 0522

　　　　　　　　　　　　　平成２３年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 検疫業務等に必要な事業 担当部局庁 医薬食品局食品安全部 作成責任者



縮減

システム関係経費の見直しによる削減を行う他、検疫艇の計画的な削減等を反映した概算要求行った。
（反映額：▲３５百万円）

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

点
検
結
果

　予算の執行にあたっては、厚生労働本省における公共調達委員会や各検疫所が実施する公共調達審査会を開催し、契約方法や調達数
量の妥当性、適正性等を審査・検証している。
　また、各検疫所毎で調達している備品・消耗品類について、一括購入が可能なものについては、代表する検疫所において一括購入を行う
こと等により、一層の経費の縮減を図っていきたい。

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

検疫業務等に必要な事業について、恒常的に多額の不用が生じているわけではないが、執行実態を精査のうえ効率化を図るこ
と。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

国内に常在しない感染症の病原体が国内に侵入するこ
とを防止する機関は検疫所以外にはない。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

△ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。 支出先の一部に随意契約があるため

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

海外における新たな感染症により、国民の健康保持が
脅かされる事態を水際で最大限防止するための制度で
あり重要である。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



計 3 計 0

消耗品費 検疫業務用検査試薬購入 3

計 4 計 0

D.八洲薬品（株） H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

備品費 業務用PC購入 4

計 18 計 0

C.NECフィールディング（株） G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

雑役務費 平成２２年度ＮＡＣＣＳ（港湾サブシス
テム）利用料金

18

計 96 計 44

B.ＮＡＣＣＳセンター（株） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.シスコシステムズキャピタル E.関西空港（株）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

雑役務費 厚生労働省統合ネットワーク～供給
等業務（空港検疫業務システム編）

96 土地建物借料合同庁舎土地建物借料 44



支出先上位１０者リスト
A.

Ｂ.

Ｃ

Ｄ

9

10

7

8

5

6

3 東芝ソリューション（株） 健康監視システム機能強化改修 22 1 99.23

4

1 ｼｽｺｼｽﾃﾑｽﾞｷｬﾋﾟﾀﾙ（株） 厚生労働省統合ネットワーク～供給等業務（空港検疫業務システム編） 96 1 95.47

2 東芝ソリューション（株） 平成２２年度健康監視システム運用・保守業務一式 65 1 99.94

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 NACCSセンター（株） 平成２２年度ＮＡＣＣＳ（港湾サブシステム）利用 15 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 大和綜合印刷（株） 明告書（船舶用）等 0 随意契約

2 NACCSセンター（株） 平成２２年度府省共通ポータル（空港検疫システム）利用 3 随意契約

5 独立行政法人国立印刷局 官報掲載 0 随意契約

4 大和綜合印刷（株） 明告書（船舶用）等 0 随意契約

7 協新流通デベロッパー（株） 梱包・発送一式「輸入食品検査業務に係る業務用紙　明告書（船舶用）」等 0 随意契約

6 独立行政法人国立印刷局 官報掲載 0 随意契約

9 独立行政法人国立印刷局 官報掲載 0 随意契約

8 NACCSセンター（株） 平成２２年度府省共通ポータル（港湾サブシステム）利用 0 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 独立行政法人国立印刷局 官報掲載 0 随意契約

2 竹内化学株式会社 検疫業務用消耗品購入費 2 3 80

1 ＮＥＣフィールディング株式会社 業務用パーソナルコンピューター購入 4 5 60

4 株式会社イノウエ商事 事務用消耗品購入費 1 3 90

3 株式会社関薬 ロシュ・ダイアグノスティックス製リアルタイムＰＣＲシステムに係る定期検査の実施 1 3 100

6

5 株式会社クエストメディカルサービス 自動体外式除細動器購入費 1 3 100

8

7

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 株式会社関薬 業務用冷蔵庫購入費 1 随意契約

1 関西国際空港株式会社 空港情報（フライトスケジュール）提供 3 随意契約

4 リコージャパン株式会社 日本語ワードプロセッサーソフト購入費 1 随意契約

3 ナンスイ工業株式会社 検疫排水処理施設保守管理料 1 随意契約

6 コニカミノルタビジネスソリューションズ株式会社 コピーキット購入費 1 随意契約

5 株式会社ダルトンメンテナンス ＢＳＬ3検査室に係る定期検査 1 随意契約

8 ＦＡエンジニア株式会社 電子看板購入費 1 随意契約

7 松本寝具株式会社 寝具賃貸借等 1 随意契約

10 有限会社長常 ベルトパーテーション購入費 1 随意契約

9 株式会社関薬 インキュベータ購入費 1 随意契約



E

10 職員Ｆ 検疫業務に係る旅費 0 随意契約

9 職員Ｅ 検疫業務に係る旅費 0 随意契約

8 職員Ｄ 検疫業務に係る旅費 0 随意契約

7 職員Ｃ 検疫業務に係る旅費 0 随意契約

6 職員Ｂ 検疫業務に係る旅費 0 随意契約

5 職員Ａ 検疫業務に係る旅費 0 随意契約

4 関西国際空港情報通信ネットワーク株式会社 ４月分ＦＯＲＴＨシステム通信料 0 随意契約

3 関西国際空港株式会社 平成２２年度　土地賃貸借料（ＰＴＢ） 9 随意契約

2 関西国際空港株式会社 平成２２年度　土地賃貸借料（ＣＩＱ合庁） 17 随意契約

1 関西国際空港株式会社 平成２２年度　土地賃貸借料（地方合庁） 19 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率


